
　　　　　　　　　　　　　　住宅金融支援機構本店

工事の名称、場所及び期間又は物
品役務等の名称及び数量

契約担当役等の氏名及びその所属
する本店又は支店の所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることとした理由（企画競争又は公募）
予定価格

(円)
契約金額

(円)
落札率
(％)

再就職の
役員の数

備考

会計監査人との監査契約
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成22年9月6日
有限責任あずさ監査法人
東京都新宿区津久戸町1-2

会計規程第25条第1項
本件は、会計監査の委託を行うものである。
会計監査人は、「中央省庁等改革の推進に関する方針」に基づき、各独立行政
法人が会計監査人の候補者名簿を主務大臣に提出することとされており、候補
者については、機構のＨＰにより募集を行い、経験、価格等について評価を行い
順位付けを行っている。主務大臣は、当該候補者名簿を踏まえ、独立行政法人
通則法第40条の規定に基づき会計監査人を選任し、機構は当該会計監査人と
随意契約したものである。

42,000,000 42,000,000 100.00% -

登記事項証明書等交付手数料
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成22年9月6日
東京法務局
東京都千代田区九段南1-
1-15

会計規程第25条第1項
行政サービスの対価として、証明書の発行手数料を契約相手方に支払うもので
あるため、唯一の契約相手方である法務局と随意契約したものである。

13,975,500 13,975,500 100.00% -

登記事項証明書等交付手数料
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成22年9月10日
東京法務局
東京都千代田区九段南1-
1-15

会計規程第25条第1項
行政サービスの対価として、証明書の発行手数料を契約相手方に支払うもので
あるため、唯一の契約相手方である法務局と随意契約したものである。

1,400,000 1,400,000 100.00% -

引受並びに募集取扱契約(貸付債
権担保第41回住宅金融支援機構債
券)

理事長　島田精一
東京都文京区後楽1-4-10

平成22年9月17日

ゴールドマン・サックス証券
株式会社
東京都港区六本木6-10-1
日興コーディアル証券株式
会社
東京都千代田区丸の内3-
3-1
みずほ証券株式会社
東京都千代田区大手町1-
5-1

会計規程第25条第1項
本件は、貸付債権担保住宅金融支援機構債券の特殊な商品性を踏まえ、起債
運営能力、販売能力、市場発展に向けた取組、起債運営に関する提案能力等を
考慮した企画競争方式（平成21年12月29日公示）による評価を行って主幹事候
補証券会社を選定し、評価点の順位に応じ分類した上で、起債スケジュール・見
込額をもとに順次指名して、契約する必要がある。
本業務について、企画競争手続により契約相手方を選定し、随意契約したもの
である。

412,125,000 412,125,000 100.00% -

総合住宅ローンシミュレーションに
係る改修業務

契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成22年9月21日

スミセイ情報システム株式
会社
東京都新宿区西新宿6-14-
1

会計規程第25条第1項
本件は、機構ホームページに掲載している総合住宅ローンシミュレーションにつ
いて、試算機能の追加や表示内容の変更等のメンテナンスを委託するものであ
る。本システムに関する権利は、機構独自ノウハウ等以外の一切の権利が契約
相手方に留保されており、メンテナンス業務を当該権利を保有する同社以外に
委託することが不可能であることから随意契約したものである。

4,148,000 4,147,500 99.99% -

平成22年度金融ビジネス英語研修
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成22年9月22日
株式会社サイマル・インター
ナショナル
東京都中央区築地1-12-6

会計規程第25条第1項
本件は、金融ビジネス英語の向上を図るための研修を外部に委託するものであ
る。
本業務について、企画競争手続（平成21年12月28日公示）により契約相手方を
選定し、随意契約したものである。

740,250 308,385 41.66% -

登記事項証明書等交付手数料
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成22年9月27日
前橋法務局
群馬県前橋市大手町2-10-
5

会計規程第25条第1項
行政サービスの対価として、証明書の発行手数料を契約相手方に支払うもので
あるため、唯一の契約相手方である法務局と随意契約したものである。

1,267,000 1,267,000 100.00% -

（注）
　会計規程第30条の２に基づく公表である。

契約情報の公表について（随意契約）


